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建設用地

建設面積（延床面積）

規模・構造
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市内の類似施設
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総事業費 千円

配置（予定）人員 人
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年間運営費

Ⅰ

対象等（何を、誰を）

市内全自治会を対象

（※対象件数

根拠法令・要綱等 伊賀市自主防災組織育成資機材貸与規程

千円

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 単独 事業類型

2

結成自主防災組織に対し防災資機材を2組織に貸与した。
自主防災組織の訓練に対する助成を67組織に対し行った。
（全３０１組織）

自主防災会の組織率が約95.9％でほぼ結成された状況
で、今後は各組織における訓練活動等を推進し、各組織
の温度差をなくしていく必要がある。
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自主防災組織の結成時に防災資機材を貸与することにより、災
害時に住民による地域の共助体制が確立でき、訓練経費を助成
することにより災害に対する知識や技術を身につけ、災害時の被
害を軽減します。
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自主防災組織活性化促進事業
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総合評価 事業の方向性

1・4
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事業の成果を測る指標

自主防災組織の結成率

自主防災組織訓練等実施率
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事業費計(A)

人件費（Ｂ）

東南海・南海地震の推進地域に指定され、地域における自主防災活動を行う必要がある。

防災資機材の整備及び訓練の実施により、住民の防災意識向上を図り災害に対する被害を軽減することができる。

自主防災組織の結成については、組織率95.88％でほぼ計画どおり達成できた。
訓練の実施に対する補助は３０１組織の内、訓練を行った組織が67組織で22.26％で低い状況であった。

複数の防火組織が一体となった訓練等を実施することにより、情報の共有化が図れ経費の削減ができる。

(千円)

平成２４年度 計画内容
事 業 内 容

150

人0.2

5,350
　 　
　 Σ

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

5,350 5,350
5,350

2,024
2,024

1,580

コミュニティ助成金（自主防災組織育
成助成事業）

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ）

Ａ
の
財
源
内
訳

900
1,643
2,543

評価項目についてのコメント

効率性

4

3

必要性

有効性

3

3

達成度

改善についての取り組み

　

100
3,750150 箇所
1,000

5005 箇所
5 箇所

事 業 内 容単位 数量 金  額単位 事 業 内 容 数量 金  額 事 業 内 容単位 数量 金  額単位 事 業 内 容 数量 金  額 金  額単位単位 数量

区分

会計

項

名               称

103

15

事業名

基　本
施　策

細目

細々目

款

コード

自主防災組織活性化促進事業

自然災害等への十分な備えをする
目

自主防災組織の育成強化

コード 名            称

01

02

一般会計

総務費

03

01

20

101

150

100

95.69

100

68

目標

実績 67

100 100

H22

5

Ａ 拡大 各単体の組織率については、95.88%とほぼ全市的に組織化されたが、活動率については22.26％と低い状況であることから、今後は全
体的な組織をつくり、その中でリーダー研修等を実施して、全体的にレベルアップを図っていく。
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